














































■
予
防
接
種
（
定
期
接
種
）
の
対
象
と
な
る
病
気

№
種
別

細
菌
名

主
な
感
染
経
路

主
な
症
状

全
国
で
み
た
発
生
状
況

河
内
長
野
市
の
勧
奨
状
況

1
結
核

結
核
菌

飛
沫
感
染

接
触
感
染

結
核
症
、
結
核
性
髄
膜
炎

2
万
人
を
超
え
る
患
者
が
毎
年
発
生

3
1
4
8
3
件
発
生
届
(2
0
1
1
年
）

①
年
間
予
定
表
・
ﾎ
ｰ
ﾑ
ﾍ
ﾟｰ
ｼ
ﾞ・
広
報

②
各
健
診
時

③
新
生
児
訪
問

④
予
防
接
種
手
帳
交
付

2
ジ
フ
テ
リ
ア

ジ
フ
テ
リ
ア
菌

飛
沫
感
染

高
熱
、
の
ど
の
痛
み
、
犬
吠
様
の

せ
き
、
嘔
吐
、
心
筋
障
害
、
神
経

麻
痺

患
者
発
生
数
は
年
間
０
～
１
人
程
度

（
1
9
9
9
年
以
後
発
生
な
し
）

①
～
④

二
種
混
合
と
し
て
7
月
に
各
小
学
校

か
ら
対
象
児
童
へ
配
布

3
百
日
せ
き

百
日
せ
き
菌

飛
沫
感
染

せ
き
、
肺
炎
や
脳
症
等
の
合
併
症
1
9
4
8
年
ワ
ク
チ
ン
接
種
以
来
、
患
者

数
は
減
少

①
～
④

4
ポ
リ
オ
（
急
性
灰
白
隨
炎
）
ポ
リ
オ
ウ
イ
ル
ス

ヒ
ト
か
ら
ヒ
ト
感
染

（感
染
し
た
ヒ
ト
の
便
中
に
排
泄
さ

れ
た
ウ
イ
ル
ス
が
ヒ
ト
の
口
か
ら

入
る
）

発
熱
、
頭
痛
、
嘔
吐
、
手
足
の
麻

痺

19
60
年
代
前
半
ま
で
流
行
、
20
0
0
年
ポ
リ

オ
根
絶
宣
言
後
再
発
生
（パ
キ
ス
タ
ン
、

ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
、
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
等
）

①
～
④

5
破
傷
風

破
傷
風
菌

土
中
に
い
る
菌
よ
り
感
染

筋
肉
の
強
直
性
け
い
れ
ん

感
染
者
1
1
8
人
（
2
0
1
1
年
）

①
～
④

二
種
混
合
と
し
て
7
月
に
各
小
学
校

か
ら
対
象
児
童
へ
配
布

6
麻
し
ん
（
は
し
か
）

麻
し
ん
ウ
イ
ル
ス

空
気
感
染

発
熱
、
せ
き
、
鼻
汁
、
め
や
に
、
発

疹
、
（
合
併
症
）
気
管
支
炎
、
肺

炎
、
中
耳
炎
、
脳
炎

数
千
人
に
1
人
の
割
合
で
死
亡

感
染
者
4
3
9
人
（
2
0
1
1
年
）

①
～
④

麻
し
ん
風
し
ん
2
期
と
し
て
対
象
年

齢
に
個
別
勧
奨
（
郵
送
）

7
風
し
ん

風
し
ん
ウ
イ
ル
ス

飛
沫
感
染

発
疹
、
発
熱
、
後
頸
部
リ
ン
パ
節

腫
脹

2
0
0
4
年
地
域
流
行
し
、
結
果
患
者
報

告
が
1
0
人
と
な
る
。
（
例
年
1
人
）

2
0
1
3
年
8
月
1
3
,6
7
0
人

①
～
④

麻
し
ん
風
し
ん
2
期
と
し
て
対
象
年

齢
に
個
別
勧
奨
（
郵
送
）

8
日
本
脳
炎

日
本
脳
炎
ウ
イ
ル
ス

豚
な
ど
の
体
内
で
増
え
た
ウ
イ

ル
ス
が
蚊
に
よ
っ
て
媒
介
さ
れ

感
染

高
熱
、
頭
痛
、
嘔
吐
、
意
識
障

害
、
け
い
れ
ん
、
急
性
脳
症

1
9
7
2
年
以
降
1
0
0
人
未
満

近
年
1
0
人
未
満
が
西
日
本
中
心
に

発
生
（
2
0
1
1
年
：
9
人
）

①
～
④

毎
年
7
月
に
各
小
学
校
か
ら
2
年
生

～
6
年
生
に
配
布

9
ヒ
ブ
（
Ｈ
ｉｂ
感
染
症
）

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
菌
ｂ
型

飛
沫
感
染

中
耳
炎
、
気
管
支
炎
、
髄
膜
炎
、

敗
血
症
、
肺
炎

年
間
約
4
0
0
人
が
発
症

髄
膜
炎
等
重
篤
化
1
.5
人
／
1
0
万
人

(2
0
1
2
年
）

①
～
④

1
0
（
小
児
用
）
肺
炎
球
菌

肺
炎
球
菌

飛
沫
感
染

細
菌
性
髄
膜
炎
、
菌
血
症
、
肺

炎
、
副
鼻
腔
炎
、
中
耳
炎

年
間
1
5
0
人
前
後
が
発
症

髄
膜
炎
等
重
篤
化
1
1
.4
人
／
1
0
万
人

(2
0
1
2
年
）

①
～
④

1
1
子
宮
頸
が
ん

ヒ
ト
パ
ピ
ロ
ー
マ
ウ
イ
ル

ス
（
Ｈ
Ｐ
Ｖ
）

性
的
接
触
に
よ
る
持
続
感
染

ウ
イ
ル
ス
は
自
然
排
除
、
一
部
前
が

ん
病
変
の
状
態
を
経
て
子
宮
頸
が
ん

発
症

年
間
約
4
0
0
人
が
発
症

積
極
的
勧
奨
は
控
え
る
こ
と
に
な
っ

て
い
る
た
め
、
個
別
の
問
い
合
わ
せ

に
対
応
（
平
成
2
6
年
8
月
現
在
）

1
2
（
高
齢
者
）
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
H
Ａ

空
気
感
染

せ
き
、
発
熱
、
肺
炎
を
併
発

6
0
歳
以
上
1
4
5
万
人
が
発
症
（
2
0
1
3

年
）

毎
年
6
5
歳
に
到
達
者
に
個
別
勧
奨

（
郵
送
）



 

 

 

 

③ 

 
事業名称  放課後子どもプラン事業 

 

担当課 教育推進部 青少年育成課 

事業の 

現状と課題 

 事業実施については、教室を担う講師や運営に携わるボランティ

アとして市民や、関係団体との協働を促進してきた。 

 現在、交通費程度の謝礼で参加いただいている。 

 平成２６年度（今年度）放課後子ども教室の全校実施が実現する。 

 今後、安定した事業実施を継続していくために、スタッフの確保、

地域主導可能な環境づくりが必要。 

要検討事項 

打合せ、下準備など、プログラム充実のために、参加者の負担が

増加している。参加者のモチベーションを保つ環境づくりを検討し

ていく必要がある。 

事業説明資料 















決算書掲載頁　203

内
訳

健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを市民で住宅に困窮する低所得者に対して賃貸し、生活の安定
と社会福祉の増進に努める

定期的、計画的な点検や早期修繕をすることで、コスト削減とストックの長寿命化を図る。市営住宅の安定的な経営を行
うために、住宅使用料の口座振替推進や早期に未納を見つけ滞納に至らないよう注意喚起を促す。

貢
献
度

今
後
の
方
向
性

良質な公的住宅を整備・充実する住宅
安全安心都市

施
策
の
大
綱

都市づくり部都市創生課

事業： 市営住宅関係事業 0322

11

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第4章

目

的

総
合
評
価

妥当性

効率性

有効性

施策に対する
事業貢献度

根

拠

A

市営住宅の適切な管理を行ったため。

A

市営住宅の適切な管理を行ったため。

A

A

A

目

標

既存市営住宅（２０４戸）の維持管理

事
業
費
・
財
源

事業費

一人あたり

世帯あたり

財
源
内
訳

総コスト

人件費

公債費 評
価
理
由

一般財源

国府支出金

地方債

その他特定財源

127,930

1,145

2,707

24,027

6,100

97,803

0

0

0

24,027

事業費 24,027

(決算額) (千円) (千円)

(円)

(円)

コ
ス
ト
情
報
・
評
価

所管課

市営住宅環境の維持、保全

事
業
費
・
財
源

細事業：市営住宅維持管理事業 01事業
優先順位

事業
実施主体

事業開始
年　　　度

根拠
法令

整理
番号

事業費 総コスト

人件費

公債費財
源
内
訳

内
訳

平成25年度 平成24年度 比　較 平成25年度 平成24年度 比　較

目

的

妥当性 効率性 有効性評

価

今
後
の
方
向
性

職員数

再任用職員数

1

直営 昭和47年度以前 公営住宅法

市営住宅の入居者

長寿命化計画やファシリティマネジメントによる定期的、計画的な点検や早期修繕でストックの長寿命化を図る。

A A A

一般財源

126,29323,915

4,575

97,803

0.60

0.00

0

0

0

23,676

(決算額) (千円) (千円)

対
象
者

市営住宅の維持・保全点検、修繕を行い、入居者の居住の安定や確保を図る。指定管理者制度導入の是非及び駐車
場使用料の適正化について検討を行う。目

標

一人あたり

世帯あたり 2,672

1,131

事業費

参
考

23,915

(円)

(円)

(人)

(人)

コ
ス
ト
情
報
・
従
事
職
員
数

市営住宅使用料

移設業務負担金

毀損に伴う弁償金

179

60

国府支出金

地方債

14,945

0

0

0

14,945

117,509

4,761

97,803

0.60

0.00

2,492

1,041

14,945

8,970

0

0

0

8,970

8,784

-186

0

0.00

0.00

180

90

8,970



事業：市営住宅関係事業                               

１．市営住宅関係事業 

良質的な市営住宅（204 戸）を充実させ提供するために、維持・保全点検、修繕を行い、住宅に困窮する低所

得者に対して迅速かつ公平に賃貸を行った。また、住宅使用料等の納付により市営住宅の安定的経営を行った。 

 

細事業：市営住宅維持管理事業                             

１．市営住宅維持管理 

公営住宅法の趣旨に沿って、前年度に引き続き平成 25 年度も現有市営住宅の維持補修と適正かつ合理的な管理

に努めた。 

(1) 管理戸数及び入居戸数 

     平成 26 年 3月 31 日現在における管理戸数及び入居戸数は下表のとおり。 

区分 管理戸数 入居戸数 

計 ２０４戸 １８４戸 

 

(2) 維持管理業務 

          平成 25 年度において、住宅の維持管理業務を次のとおり実施した。 

①維持補修業務 

ア．市営桜ヶ丘住宅維持補修                １，４０９，５６０円 

イ．市営栄町住宅維持補修                   ６３３，６３０円 

ウ．市営昭栄町住宅維持補修                  ５５６，８６５円 

エ．市営三日市西住宅維持補修               １，９０１，１９８円 

オ．市営小山田住宅維持補修                  １７５，８３３円 

②保守点検等委託業務 

ア．消防用設備等点検業務                   １２４，９５０円 

イ．受水槽保守点検業務                    ８２１，６２５円 

ウ．エレベーター保守点検業務                 ８３７，９００円 

エ．樹木等管理業務                    １，７０１，０００円 

オ．駐車場管理等業務                     ７７４，０００円 

カ．電波障害対策施設保守点検業務             １，１３９，２５０円 

   ③住宅維持等委託業務 

ア．市営栄町住宅低木除去業務                 ２２４，７００円 

イ．テレビ電波障害対策施設等ケーブル移設業務         １７９，５５０円 

   ④エレベーター設置工事設計委託料 

ア．市営桜ヶ丘・栄町住宅エレベーター整備他工事設計業務   ５，５６５，０００円 

イ．市営桜ヶ丘・栄町住宅地質調査業務              ８８２，０００円 

     ⑤市営住宅工事状況 

ア．旧市営三日市住宅法面応急復旧工事            １，１０２，５００円 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
市営栄町住宅               市営桜ヶ丘住宅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

口座振替件数 口座振替手数料 

延べ 1,195 件 14,436 円 

納付依頼状 督促状 催告状 

延べ 35 件 延べ 54 件 延べ 51 件 

決算書掲載頁　203

市営住宅の安定的経営

事
業
費
・
財
源

細事業：市営住宅使用料収納事業 03事業
優先順位

事業
実施主体

事業開始
年　　　度

根拠
法令

整理
番号

事業費 総コスト

人件費

公債費財
源
内
訳

内
訳

平成25年度 平成24年度 比　較 平成25年度 平成24年度 比　較

目

的

妥当性 効率性 有効性評

価

今
後
の
方
向
性

職員数

再任用職員数

2

直営 昭和47年度以前 公営住宅法

市営住宅の入居者

新規入居者に対して率先して口座振替を推奨する。

B B B

一般財源

1,637112

1,525

0

0.20

0.00

0

0

0

112

(決算額) (千円) (千円)

対
象
者

家賃・駐車場使用料・共益費の収納率の向上を図るため、口座振替件数の増加を進める。
目

標

一人あたり

世帯あたり 35

15

事業費

参
考

112

(円)

(円)

(人)

(人)

コ
ス
ト
情
報
・
従
事
職
員
数

市営住宅使用料

0

0

国府支出金

地方債

56

0

0

0

56

1,643

1,587

0

0.20

0.00

35

15

56

56

0

0

0

56

-6

-62

0

0.00

0.00

0

0

56



細事業：市営住宅使用料収納事業                                

１．市営住宅使用料収納事業 

市営住宅の安定的な経営を図るために、住宅使用料等の適切な納付を勧める。 

 

(1)口座振替の推進 

納期限に自動的に引き落とされる口座振替を推進することで、住宅使用料等の納め忘れを防止し、市営住宅

経営の安定化を図ることができた。 

① 口座振替の世帯数 

平成 26 年 3月 31 日現在において、口座振替世帯数は 105 世帯。 

② 口座振替の件数 

住宅使用料等を納期限にて入居者の預金口座から口座振替をした件数、各金融機関に対して支払った

口座振替手数料は下表のとおり。 

 

 

 

(2)納付指導 

  納期限を過ぎた住宅使用料等について、納付相談や年 3回文書送付等にて納付指導を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          市営昭栄住宅                  市営三日市西住宅 

 

口座振替件数 口座振替手数料 

延べ 1,195 件 14,436 円 

納付依頼状 督促状 催告状 

延べ 35 件 延べ 54 件 延べ 51 件 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

この冊子の発行元： 

 「公開事業評価（かわちながの版外部行政評価）」事務局 

 河内長野市役所 総務部 行政改革課（市役所４階） 

 

〒586-8501 河内長野市原町一丁目 1 番 1 号 

TEL（０７２１）５３－１１１１（代表） 

E-mail：gyoukaku@city.kawachinagano.lg.jp 

 

※この冊子は市役所内で印刷しています。 

  

 

 




